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サービサイズの可能性とその実現に向けて              
倉阪秀史  
第 1 節 サービサイズの可能性  
 
（１）「サービサイジング」への期待  
現在の生産物の大部分は、農産物のように自然が作り出したものではなく、
工業製品のように人間が設計して生産したものである。人間が設計して作り出
した人工物については、その設計のやり方によって、その人工物のライフサイ
クルにわたる環境負荷の量が変わってくる。たとえば、家電製品の使用中のエ
ネルギー消費量、自動車の使用中の汚染物質排出量やエネルギー消費量などは、
設計時の仕様によって大きく規定される。また、使用後の廃棄物の量について
も、部品のリユースのしやすさ、原材料としてのリサイクルのしやすさを含め
て、設計時に規定される範囲は大きい。  
当然、冷蔵庫の開け閉めを少なくすること、エコドライブを心がけること、
製品を大切に使うことによってごみにならないようにすることなど、使用者の
心がけによって、これらの量を一定程度抑えることができる。これまでの環境
行政は、このような使用者の心がけに期待して、さまざまなキャンペーン活動
に取り組んできた。しかしながら、民生用のエネルギー需要は伸び続けており、
その効果は限定的と言わざるを得ない。  
このような中で、より少ない資源エネルギーの消費で豊かな人間生活を支え
ていくための方策として、「サービサイジング」という考え方がある。  
サービサイジングは、 1999 年に、アメリカのテラス研究所 (Tellus Institute）
のアレン・ホワイトらがアメリカの環境保護庁に提出した報告書（White 他
(1999)）で用いられている用語である 1。彼らは、「製品ベースのサービス提供
                                                   
1 Allen L. White, Mark Stoughton , Linda Feng (1999)  Servicizing: The Quiet 
Transition to Extended Product  Responsibility , Submitted to: U.S. Environmental 
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が現れることによって製造業と伝統的なサービス部門の活動の区別をあいまい
にすること」をサービサイジングと表現した。  
倉阪（2002）は、この考え方を紹介し、今後の経済は、モノを売る経済から、
サービスを売る経済に変わっていくこととなると指摘した。「同じサービスを提
供するのでも、サービスの缶詰としてのモノを売ることによって提供する業態
と、サービスを直接に提供する業態とでは、全く違う方向での知恵が働くこと
となります。たとえば、農薬を販売する業者は、農薬がたくさん消費されれば
儲かることとなります。このため、農薬が農家によって浪費されることは、会
社の利益を考えれば歓迎すべきこととなります。さて、この業者が害虫駆除サ
ービスを提供する業態に変わったとたんに、この業者はより少ない農薬の消費
量で害虫を駆除することに知恵を絞ることとなるはずです」と述べたところで
ある 2。  
サービサイジングについては、経済産業省が、平成 17(2005)年度から 20(2008)
年度にかけて「グリーン・サービサイジング」に関する実証事業を実施した。
経済産業省では、「サービサイジング」とは、「これまで製品として販売してい
たものをサービス化して提供する」ことを意味する用語であるとしており、そ
の中で、環境面でとくに優れたパフォーマンスを示すものを「グリーン・サー
ビサイジング」と呼んでいる 3。グリーン・サービサイジングは、表１に掲げる
ように、マテリアル・サービスとノンマテリアル・サービスの二つに分けられ
ている。  
 
  
                                                                                                                                                     
Protection Agency Office of Solid Waste , 
 p. 10 
2 倉阪秀史（ 2002）『環境を守るほど経済は発展する』（朝日選書）第 5 章４  
3 経済産業省グリーン・サービサイジング研究会 (2006)「グリーン・サービサイジング研
究会  
報告書－  環境負荷低減効果の高い「サービス提供型のビジネス」へ  －」 pp.1-2 
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表１ グリーン・サービサイジングの分類と事例  
①マテリアル・サービス（モノが主）  
１）供給者側によるモノの所有・管理、利用価値の提供  
 具体例 製品のレンタル・リース、コピー機・洗濯機の Pay per Use 
   製品の引き取り・リユース管理、廃棄物処理・リサイクル代行  
２）モノの有効利用・適切な維持管理  
 具体例 修理・リフォーム、アップグレード、点検・メンテナンス  
   中古製品の買取・販売、中古部品の買取・販売  
３）モノの共有化  
 具体例 カーシェアリング、農機具の共同利用  
②ノンマテリアル・サービス（サービスが主）  
１）サービスによるモノの代替化  
 具体例 音楽配信、デジタル画像処理  
２）サービスの効率化・高付加価値化  
 具体例 廃棄物処理・リサイクルフローの管理、ESCO 事業  
（出典）経済産業省グリーン・サービサイジング研究会 (2006) 
 
 サービサイジングの事例は、槇村編（ 2006）『サービサイジング―エコビジネ
スが売るものとは』（省エネルギーセンター）に詳しい。槇村編で紹介されてい
る主な事例としては、表２のようなものがある。槇村編では、製品や設備の所
有権が、企業にある場合とユーザーにある場合の双方の事例が、サービサイジ
ングの事例として紹介されているが、表２では、所有権をユーザーに移転しな
い事例を取り上げた。  
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表２ サービサイジングの主な事例  
Pay-per-Wash エレクトロラ
ックス社  
洗濯機を無料で貸し出し、洗濯機の利用回数に応じて料
金を支払う仕組み。利用回数はネットを介して電力会社
が把握し代行請求。  
気候契約  イ ェ ー テ ボ
リ・エネルギ
ー会社  
契約者の建物の内部を契約温度以上に保つことを保証。
顧客は、床面積あたり一定の料金を長期的に支払うこと
を約束する。  
あ か り 安 心 サ
ービス  
パナソニック
電工  
顧客の蛍光ランプの所有権をサービス提供会社に移転
し、ランプが切れたらサービス提供会社が交換。交換数
に応じて料金を支払う方法と、月間定額の料金を支払う
方法の双方を用意。  
シ ン グ ル ラ イ
フ 応 援 レ ン タ
ルパック  
東芝  テレビ、洗濯機、冷蔵庫、レンジの 4 点を 2 年から 4 年
の期間レンタル。新品を提供し、期間中の修理を無料と
する。  
化 学 ぞ う き ん
のレンタル  
ダスキン  清掃用具をレンタル。家庭用では 4 週間、業務用では 2
週間ごとに回収し、洗浄薬剤加工し、検査の上、再使用
する。  
IC 認証カーシ
ェアリング  
ジップ社  サービス提供会社が所有する車を会員制で利用する仕
組み。車の維持費用はサービス提供会社が負担。  
写るんです  富士フイルム  使用済製品を自動機械で分解し、検査し、再使用する。 
（出典）槇村久子監修（ 2006）より筆者が抜粋して作成  
 
（２）PSS とサービサイジング  
 サービサイジングに類似する概念が、Product Service Systems (PSS)である。
Mont(2004)は、PSS とは、「（製品とサービスをばらばらに提供する）従来のビ
ジネスモデルよりも、競争的で、顧客のニーズを充足し、環境負荷の少なくな
るように仕向けられた、製品、サービス、関係主体のネットワーク、それを支
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えるインフラからなるシステム」を指すとしている 4。テラス研究所のサービサ
イジングもモントの PSS も、製品とサービスの区別をあいまいにして、これら
を一体的に提供するビジネス戦略を指している点で共通している。  
 Cook 他（2006）は、PSS を三つの段階に区別している 5。第一の段階が、製
品指向型 PSS(Product-oriented PSS：PPSS)である。この段階では、製品の所有
権は顧客に売り渡され、その売り渡された製品に関して一定のサービス提供が
保証される。家電製品などの修理保証などが典型例である。第二の段階が、使
用指向型 PSS（Application-oriented PSS：APSS）である。この段階になると、
製品の所有権は顧客に売り渡されない。顧客は、サービス提供者から、ある製
品の使用権を一定期間買い取ることとなる。レンタル契約がこの典型例である。
第三の段階が、効用指向型 PSS（Utility-oriented PSS：UPSS）である。製品の
所有権が顧客に売り渡されない点では、APSS と同じであるが、UPSS では、製
品の使用権を買い取るのではなく、製品が提供するサービス自体を買い取るこ
ととなる。たとえば、洗濯機をレンタルするのが APSS であり、洗濯１回につ
きその対価を支払うのが UPSS といえる。  
 また、Sundin（2009）も、同様に PSS を三つにカテゴリーしている 6。第一の
カテゴリーが、製品指向サービス (Product-oriented Services)である。この場合、
製品は、使用者または消費者によって所有される。第二のカテゴリーが、使用
指向サービス (Use-oriented Services)である。この場合、製品はサービス提供者
によって所有され、サービス提供者は製品自体ではなくその機能を販売する。
第三のカテゴリーが、結果指向サービス (Result-oriented Services)である。この
場合、製品自体が新しいサービスによって代替される。たとえば、留守電のた
めの機器を売る代わりに、留守電サービスを売るといったイメージである。  
 これらの PSS の概念には、PPSS のように、製品の所有権を売り渡す形で製
品を販売した後に、修理サービスなどを組み合わせることによって環境影響を
                                                   
4 Mont (2004) Product-service systems: Panacea or myth? , The International Institute 
for Industrial Environmental Economics (IIIEE)  p.18  
5 M.B. Cook, T.A. Bhamra, M. Lemon  (2006) “The transfer and application of Product 
Service Systems: from academia to UK manufacturing firms” ,  Journal of Cleaner 
Production, Volume 14, Issue 17, Pages 1455–1465 
6 Sundic (2009) "Life-Cycle Perspectives of Product/Service -Systems: In Design 
Theory”  Tomohiko Sakao, Mattias Lindahl eds. Introduction to 
Product/Service-System Design, Springer  
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下げる形のシステムも含まれている。Gao 他（2009）は、「UPSS が、PPSS や
APSS の究極の進化形である」と述べている。彼らは、コピー機を例にとって、
PPSS はコピー機を販売するとともに修理などのサービスを保証するもの、
APSS はコピー機をレンタルするもの、UPSS はコピーサービスを売るもの（ネ
ットで文書を送付すれば、コピーされたものが届く仕組み）とした上で、「UPSS
の顧客はコピー機を買ったり、使ったりする必要がないので、コピー機のこと
を考えなくて良くなる」と述べている 7。  
 
（３）概念の再整理－「サービサイズ」  
 以上みてきたように、サービサイジングと PSS の概念の範囲には、モノの所
有権を顧客に移転させるという従来型のビジネスを含んでしまっている。たと
えば、一定期間の修理保証サービスなどは、すでに現在も広く行われているが、
これもサービサイジングや PSS に含まれることとなってしまう。  
 目指すべき新しい概念に、モノの所有権を移転させない形のビジネスを含め
ることは、問題がある。従来のビジネススタイルと決定的に違いが生じるのは、
モノの所有権を顧客側に移転させるかどうかという点であろう。  
 つまり、モノの所有権を顧客に移転させる場合、そのモノは通常生産者には
戻ってこない。また、生産者と顧客との関係は、店頭において一回限りのもの
となる。このため、従来のビジネススタイルでは、モノの設計に当たって、い
かに店頭で顧客に選択されやすくなるか（売れるか）が最優先の設計ポイント
となってしまい、売り渡された製品が顧客の手に渡った後の環境負荷（使用中・
廃棄後）を低減させることが重視されなくなってしまうのである。  
 このような違いを際だたせるために、本章では「サービサイズ」という言葉
を用いることとしたい。本章において、「サービサイズ」とは、ビジネススタイ
ルを、商品の所有権が生産者から消費者に移転する形態（モノの販売）から、
商品の所有権を生産者が保有したまま消費者にサービスを提供する形態（サー
                                                   
7 Jie Gao, Yinliang Yao, Valerie C. Y. Zhu, Linyan Sun, Lin Lin (2009) 
“Service -oriented manufacturing: a new product pattern  and manufacturing paradigm” ,  
Journal of Intelligent Manufacturing, published online July 29 2009  
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ビスの販売）に、変換することを指す。これは、PSS の中では、APSS と UPSS
に該当する。  
 
（４）サービサイズの理論  
 倉阪 (2002、2003)において展開した議論に、「サービスの缶詰」としての製品
という考え方がある 8。従来の経済学においては、製品を量るものさしは、市場
での評価を反映した製品の貨幣価値（＝生産量）のひとつであった。これは、
製品のサービス量を測っているといえる。しかし、環境と経済との相互関係を
考えるエコロジカル経済学の立場では、製品の量は、その物量とサービス量の
双方で測られる必要がある。このとき、物量が大きければ大きいほど、製品の
使用後の不要物が大きくなる。サービス量が大きければ、消費者の効用が大き
くなる。このような製品像を「サービスの缶詰」としての製品と呼んだ。  
図１は、モノの所有権を顧客に移転させる形のビジネスを表している。加工
産業（生産者）の場面、家庭（消費者）の場面のそれぞれで、不要物を削減す
るための努力（省資源労働）が行われうる。生産者においては、投入した物的
資源の製品への歩留まり率が上昇すれば、省資源労働を投入しても経済的に引
き合う余地がある。消費者においても、省資源労働（モノを大切に使い、リユ
ースなどに努める）を投入することによって、家庭から出される不要物の量を
減少させることができる。  
 
  
                                                   
8 倉阪秀史（ 2002）『環境を守るほど経済は発展する』（朝日選書）、倉阪秀史（ 2003）『エ
コロジカルな経済学』（ちくま新書）  
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図１ モノの所有権を売り渡すビジネス  
 
(出典 ) 筆者作成  
図２ モノの所有権を売り渡さないビジネス（サービサイズ）  
 
(出典 ) 筆者作成  
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一方、図２は、モノの所有権を顧客に移転させない形のビジネス（サービサ
イズ）を表している。この場合、顧客に提供されるのは、サービスだけとなり、
物量については、いったん顧客に預けられた後にサービス提供者に戻される
（APSS）か、顧客の関与しないところでサービス提供者が管理する（UPSS）
ことになる。このとき、生産者 (加工産業 )では、製品が戻ってくることを前提
とした製品設計を行うことができること、戻ってきた製品はもう一度物質資源
として使用することができることから、大きな不要物削減効果が生み出される
可能性がある。  
APSS の場合、顧客が、生産者から預かった製品について、自分が所有する
モノよりも大切に扱わなくなる可能性がある。これは、不要物が増大する方向
に作用する力となるが、この力と、生産者において削減方向に作用する力を比
較すれば、後者の方が大きいだろうというのが、サービサイズの考え方と言え
る。  
 田崎 (2006)は、機能／サービスの統合（カメラ付き携帯電話）や修理やアッ
プグレードといった「製品志向のサービス」を提供する取組では、期待される
環境負荷削減効果は 20％程度で小さく、リース・レンタル・シェアリングとい
った「利用志向のサービス」を提供する取組では中程度の効果であり、留守番
電話のかわりにオペレータが応答するといった「結果志向のサービス」では負
荷削減効果が大きいという Tucker の議論を紹介している 9。この「製品志向の
サービス」は PPSS、「利用志向のサービス」は APSS、「結果志向のサービス」
は UPSS に相当すると考えられる。  
つまり、モノの所有権を消費者に移転させずにモノから得られるサービスの
みを消費者に提供するビジネススタイルが一般化すれば、モノの長寿命設計と
循環利用が本格化する。これによって、より少ない資源エネルギーでより多く
のサービスを提供することに真に知恵を絞ることができる経済社会が実現する。
つまり、大量消費・大量廃棄の経済社会から、モノの寿命を全うさせつつ、ひ
とつのモノからより多くのサービスを得ることができる経済社会に移行するこ
                                                   
9 田崎智宏（ 2006）「サービサイズの環境保全効果はどの程度か」 2006 年 10 月シンポジ
ウム「サービサイズ─ごみを出さずにサービスを売る経済に転換できるか」報告＠千葉大
学  
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とができる可能性があるのである。  
 
第 2 節 サービサイズの障壁を取り除くためには  
 
（１）廃棄物処理費用の負担者の変更  
 サービサイズ化への最大の動機づけは、利潤によって生産者側を誘導するこ
とであろう。このために、廃棄物処理費用の負担ルールの変更にまず着手しな
ければならない。具体的には、以下の 4 点がセットで導入されなければならな
い。  
① 生産者による製品廃棄物処理費用の負担制度の導入（拡大生産者責任の
貫徹）  
 現状は、製品の所有権を消費者に移転させる場合であっても、第 1 節で見
たように、その製品が廃棄物になった場合に要する処理費用を生産者が負担
しなくても良いというルールになっている。このルールのままだと、サービ
サイズを導入した場合、生産物の処理費用を生産者が負担しなければならな
くなり、明らかに経済的に不利になる。これではサービサイズは進展しない。 
 したがって、先に述べた拡大生産者責任の考え方を貫徹させることが必要
である。具体的には、製品廃棄物を生産者に引き取らせる（回収拠点を生産
者に整備させる）制度や、製品が廃棄物になった場合に発生すると見込まれ
る「標準的な廃棄物処理費用」を生産者に負担させるというルール化が必要
である。  
② 廃棄物処理費引当金制度の導入  
廃棄物処理費用を生産者に負担させる場合、当該生産者にとって収入の発
生時点と処理費支出の発生時点がずれることとなるため、廃棄物処理費引当
金制度を導入し、法人税の課税標準から控除できるようにしておくことが妥
当である。  
③ 倒産リスクの回避（生産者責任保険への加入制度）  
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生産者が倒産してしまうリスクに対処するために、生産者責任保険に強制
的に加入させる制度なども考慮する必要があろう。  
④ 費用負担の明示  
「標準的な廃棄物処理費用」を前払いさせる場合には、それが支払われて
いる証として、「前払い処理券」を発行したり、「前払い処理マーク」を商品
に表示したりすることが必要であろう。  
上記の施策によって、廃棄物処理費の負担方法はつぎのように変更されるこ
ととなる。  
まず、製品の所有権が消費者に移転される場合、廃棄物の処理費支出は、当
該廃棄物の処理段階で発生する。このとき、標準的な廃棄物処理費用を生産者
から先取りする制度か、製品廃棄物の引き取りを生産者に義務づける制度を導
入する。  
このような制度が貫徹すると、製品の所有権を消費者に移転させずに、使用
後の製品を生産者側に返還させる仕組みを採用した方が経済的に引き合うこと
となる可能性が高まる。つまり、消費者に所有権を移転させた場合、他の製品
廃棄物と混合したりして、製品廃棄物の質が劣化する可能性が高い。また、製
品の生産者は製品廃棄物を活用するための技術やルートを最も有しており、製
品廃棄物に経済的な付加価値を与えやすい。このために、消費過程から排出さ
れる製品をまとめて処理するよりも、消費過程から当該製品のみを返還させる
方が、処理費用が少なくて済む可能性が高まるのである。  
このように拡大生産者責任の貫徹は、「サービサイズ」の全面展開に不可欠な
制度化であるといえる。  
 
（２）生産者と消費者の新しいつきあい方の普及  
 サービサイズが進展する場合、生産者と消費者の関係は、販売時限りのもの
ではなく、継続的なものに変化していくこととなる。新しい世界では、生産者
によって、個人のさまざまなニーズが考慮され、生産者は、新規製品を届ける
だけではなく、既存の製品を修理したり、取り替えたり、リユースやリサイク
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ルに回したりといったサービスを提供するようになる。生産者は、消費者と長
期間にわたってつきあい、消費者から情報をもらいながら、消費者に応じたサ
ービスを提供していくこととなる。  
 このような経済については、生産者側からみると、顧客管理コストの増大、
ノウハウ・人材の欠如などの懸念が存在する。一方、消費者側から見ると、つ
きあう相手の固定化の懸念、それに伴うサービス水準低下の懸念が存在する。  
 この点については、以下のような政策パッケージが必要であろう。  
① 顧客がサービス提供者を乗り換えられるようにするための手続の標準化  
 サービサイズのビジネスは、インターネットプロバイダーや携帯電話会社
のような形態になる。このとき、生産者（サービス提供会社）は、消費者（顧
客）を囲い込もうとするインセンティブを有する。このため、サービス提供
会社を乗り換えることによって、顧客が大きな不利益を被らないように、乗
り換え手続きの簡素化・明確化を行う必要がある。  
②  顧客が不必要な情報まで提供させられないようにするための顧客情報項
目の標準化  
 サービサイズが進めば、サービス提供会社は顧客と長期間にわたってつき
あうこととなり、サービス提供会社が顧客情報を管理することとなる。この
とき、個人情報を保護するとともに、不必要な顧客情報までサービス提供会
社が管理しないように、ルールを設定する必要がある。  
③ 生産者への支援（ IT 技術を活用したカスタマー・サービスの普及、顧客
管理のアウトソーシングなど）  
 サービサイズへの移行過程において、生産者は、ノウハウが十分ではない
顧客管理などの分野の仕事を始める必要がある。このため、生産者がスムー
ズに顧客管理などを行えるように、支援を進める必要がある。  
④  消費者への支援（消費者側の情報交換ネットワーク形成促進、消費者へ
のアドバイザーの養成など）  
 消費者についても、サービス提供会社について適切な選択を行えるように、
消費者間の情報交流を促進するとともに、アドバイスを行える人を養成する
などの施策が必要である。  
 とくに、サービスの取引については、近年、英会話学校、人材派遣会社、介
17 
 
護サービス会社などに、不祥事が相次いで起こっている状態であり、そもそも
ビジネスルールが未成熟な分野といえる。このためサービス取引全般について、
ビジネスルールの成熟化が必要であろう。  
 
（３）サービサイズの国際標準化  
 財・サービスの貿易の国際化の中で、サービサイズへの転換を行うためには、
国際的な協調をすすめることも重要である。具体的には、サービサイズへの転
換という課題・その概念・その手法について、国際的な共通認識を得るように
するとともに、廃棄物処理ルール、顧客変更手続ルールなど、サービサイズを
支える基本的な制度の内容について、国際標準化をすすめることが必要であろ
う。  
 
第 3 節 サービサイズへの移行インセンティブの検討  
  
 前節で検討したよう政策転換が実現するまでの間においても、カーシェアリ
ングが徐々に普及するなど一部の製品においてサービサイズに向けた動きが現
れてきている。この動きは、他の製品に広がっていくものだろうか。  
 
（１）サービス提供の原価  
 モノを売るビジネスからサービスを売るビジネスに移行するためには、この
移行によって消費者と生産者の双方が少なくともデメリットを感じない仕組み
とすることが不可欠である。  
 新たにサービス提供ビジネスを始める場合、サービス提供の原価の算出方針
は、以下のようなものとなろう。  
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サービス提供の原価算出方針１  
 サービスの対価として得られる収入とサービス提供終了時の残存価値を足
し合わせたものの現在価値が、モノの対価として得られる収入に等しくなる必
要がある。  
 
 サービスを受けている期間にわたって毎月定額を支払う形の契約である場合、
モノの現在価値（モノを販売した際に得られる収入に相当）を PV、利率（月利）
をｒ、契約月数をｎ、毎月支払額を PMT、契約終了時の残存価値を FV とする
と、以下の式が成立する。  
 
PV ＝ PMT（（1+ｒ）ｎ－１）＋FV×ｒ）／ｒ×（1+ｒ）ｎ     ……（１） 
 
 したがって、必要な毎月必要額 PMT は、以下の式によって算出される。  
 
PMT ＝（ｒPV×（ 1+ｒ）ｎ－FV×ｒ）／（（ 1+ｒ）ｎ－１）     ……（２） 
 
 ただ、これまでの制度においては、モノの対価として得られる収入は、その
モノに関わる保有費用と廃棄費用には充当されてこなかった。これまでは、保
有費用は消費者が支出し、廃棄費用は主に税金によって賄われてきた。サービ
スを販売する形のビジネスになった場合、保有費用と廃棄費用はサービスを提
供する側が支出することとなる。たとえば、カーシェアリングの場合、自動車
保有税、自動車保険、車庫費、ガソリン代などの保有費用は、カーシェアリン
グ提供会社が支出し、これらが利用代金に上乗せされることとなる。上記の式
においては、毎月支払額に保有費用分が含められることとなる。また、自動車
の廃棄費用については、自動車リサイクル法によって自動車の購入者が前払い
することとされているが、この費用をカーシェアリング提供会社が負担するこ
ととなる。上記の式では、モノを販売した際に得られる収入（つまり、現在価
値）に廃棄費用分が含められることとなる。なお、通常の製品の場合には、廃
棄費用は残存価値から差し引くという取扱いになろう。  
 保管費用を RC、廃棄費用を TC としたとき、式（２）は、以下のように修正
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される。  
 
PMT＋RC ＝（ｒPV×（1+ｒ）ｎ－（FV－TC）×ｒ）／（（1+ｒ）ｎ－１）    （３） 
 
サービス提供の原価算出方針２  
 サービスの対価として得られる収入（維持費用を差し引く）とサービス提供
終了時の残存価値（廃棄費用を差し引く）を足し合わせたものの現在価値が、
モノの対価として得られる収入に等しくなるようにサービスの値付けを行う。  
 
 では、カーシェアリングについて上記の原価算出方針に従った場合、カーシ
ェアリング契約の毎月の必要収入額（PMT＋RC）を逆算してみよう。  
 ハイブリッド車のプリウス（ 1800cc；grade L）を用いてカーシェアリングを
行う場合を考える。購入費用は税込みで 2,170,000 円である。また、自動車リ
サイクル法に基づくリサイクル費用の預託費は、 12200 円である（ 2012 年 10
月時点） 10。  
 これを 10 年間（120 月間）使用し、年利を 2％と仮定する。10 年間使用後の
残存価値は、走行距離 10 万 km のプリウス中古車の価格を参照して 250000 円
と仮定する 11。  
 このとき、式（２）にしたがって、新車販売価格とリサイクル前払い費用を
カバーするために必要な月収を計算すると 18196 円となる。  
 この収入には、維持費用が含まれていない。年間維持費用については、川崎
浩二（2011）の試算（表３）によると、オイル交換代 7000 円、自動車税 39500
円、12 ヶ月点検 13000 円、車検代金 46000 円、タイヤ代 13026 円、駐車場代 120000
円である。保険については、個人加入の場合と異なり 10 台以上の法人契約保険
とすることができるので、表よりも減額することができるだろう。仮に 3 割減
                                                   
10 トヨタ自動車「プリウスグレード価格 L」  
http://toyota.jp/prius/003_p_007/concept/grade/index.html  
リサイクル預託金のうち、シュレッダーダスト料金 7690 円、エアバッグ類料
金 2050 円、フロン類料金 1950 円、情報管理料金 130 円、資金管理料金 380
円である。  
11 価格 .com「プリウス中古車」
http://kakaku.com/kuruma/used/spec/Maker=1/Model=30160/Sort=u3/  
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額することができるとすると 138284 円となる。ガソリン代は、10 年間で 10 万
km の走行と考えると、年間 1 万 km となる。川崎（ 2011）に倣ってレギュラー
税込み L/132 円、実燃費 23.4km/L で計算すると年間のガソリン代は 56410 円と
なる。高速料金は使用者負担とすることができるので、カーシェアリング提供
会社が負担すべき維持費用としては、上記の総和 433200 円となる。月間維持費
は、36100 円である。この維持費も毎月回収すると仮定すると、カーシェアリ
ング提供会社が必要とする毎月の必要収入は、車 1 台当たり 54296 円となる。  
 この収入をすべて走行キロ当たりの対価で得ようとすると、 10 年間で 10 万
キロの場合には、月間走行キロが約 833 キロとなるため、キロ当たり対価は約
65 円となる。一方、貸出時間あたりの対価で得ようとすると、月 720 時間、稼
働率 20％の場合、1 時間あたりの対価は約 377 円となる。さらに、契約者から
の月極の会費で得ようとすると、会費が 2000 円の場合、1 台当たり約 27 人の
会員を確保すれば良いこととなる。  
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表３ プリウスの維持費  
トヨタ プリウス 1.8 S  2ＷＤ  ＣＶＴ 1800cc 
維持費名目  内訳  年間の金額小
計  
ガソリン代  レギュラー税込み L/132 円   実燃費  23.4km/L で計算  56,410 
オイル交換代  3,000 円×1 回  4,000 円（エレメント代含）×1 回  7,000 
自動車税  1501～2000cc 39,500 
任意保険  年齢制限なし  6 等級（新規）  197,520 
12 ヶ月点検  基本料金  （部品代含まず）  13,000 
車検代金  車検費用（2 年車検分）   
（2 年車検代金 92,000 円）÷2＝年間の車検代金  
46,000 
高速料金  年間 2,500 キロ走行  東名高速  東京～名古屋間  
325,5k＝普通車料金 7,100 円を基に計算  
54,531 
タイヤ代  サイズ 195－65－15、  1 本 9,770 円（工賃込み）×4 本＝
39,080 円  3 年毎に交換   39,080 円÷3＝年間のタイヤ代  
13,026 
駐車場代  10,000 円×12 ヶ月  120,000 
年間維持費合計  546,987 円  
（出典）川崎浩二「クラス別！車の維持費比較」（ 2011 年 2 月 4 日更新）http : / /kuru -ma.com/page317.html  
（原注）※年間走行距離 10,000 キロ（内高速道路走行 2,500 キロ）  
    ※年間のガソリン代の計算方法  
    1 万キロ÷実燃費＝年間のガソリン量×レギュラー L/132 円・ハイオク L/143 円  
   （ガソリン価格は 2011 年 2 月 3 日現在の全国平均価格）  
    ※実燃費は当サイトの国産車燃費オールガイドの平均実燃費を参考にしています  
    ※オイル交換 5000 キロ毎、年 2 回  
    ※任意保険は年齢制限なしの保険料なので、かなり高くなっています。（車両保険なし）全
労災のマイカー共済を参考。  
    ※高速料金計算方法  
    年間 2,500 キロ走行と仮定。東名高速の東京～名古屋間（ 325,5 キロ）の料金を基に計算  
普通車 7100 円÷325,5k＝ 21,8 円 /k×2,500k  
軽自動車 5700 円÷325,5k＝ 17,5 円 /k×2,500k  
ＥＴＣ割引は考慮していません。  
 ※タイヤ代は格安パーツショップヒラノタイヤのヨコハマタイヤの価格を参考にしていま
す。  
 
 実際のカーシェアリング提供会社の運用は、走行キロ課金、貸出時間課金、
月会費を組み合わせて行われている。なお、実際に運用に当たっては、上記の
必要収入額に加えて、カーシェアリングシステム運用費用と利潤も確保しなけ
ればならない。  
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 交通エコロジー・モビリティ財団調べによれば、 2012 年 1 月現在、（株）タ
イムズ 24が運営するタイムズプラスが会員数 85350人、オリックス自動車（株）
のオリックスカーシェアが会員数 73364 人で、二大カーシェアとなっている 12。  
 タイムズプラスは、新型プリウスを含むベーシッククラスの車については、
15 分 200 円（時間換算 800 円）という価格設定である。また、月額基本料金は
1000 円であり、1000 円分は追加料金なく使用することができることとなってい
る。このとき、利用料が 1000 円未満の場合でも返金されない。なお、長時間利
用の場合の割引プランも用意されている。 6 時間未満の利用の場合には、距離
料金は無料であり、それ以外の長時間利用プランについては、距離料金 1km15
円が加算される 13。  
 オリックスカーシェアは、スタンダードクラスの車で、月額基本料金 2000
円の会員については 15 分 200 円、月額基本料金無料の会員については 15 分 300
円となっている。また、時間料金に加えて距離料金として 1km15 円が加算され
る 14。  
 概ね、二大カーシェアでは、時間 800 円（ 15 分 200 円）、走行キロ 15 円とい
う値付けといえる。値付け基準に基づく試算と比較すると、時間料金の方で収
入を確保する戦略となっているが、概ね、原価を上回る収入を確保することが
できる値付け方針となっている。カーシェアリングシステム運用費用次第であ
るが、新車を市場価格で購入してサービス提供サービスを開始する場合であっ
ても採算が合う可能性があることがわかった。  
 なお、交通エコロジー・モビリティ財団の調べでは、タイムズプラスは、車
両台数 3,458 台であり、一台当たり会員数は 24.7 人である。一方、オリックス
カーシェアは、車両台数 1,641 台で、一台当たり会員数は 44.7 人である 15。た
だ、オリックスカーシェアには、月会費無料プランがあるので、単純に比較す
ることができない。  
 
                                                   
12 交通エコロジー・モビリティ財団「全国のカーシェアリング事例一覧」
http://www.ecomo.or.jp/environment/carshare/carshare_list.html  
13 タイムズプラス「料金」http://timesplus.jp/use/fare/basic.html 
14 オリックスカーシェア「料金プラン」
http://www.orix-carshare.com/plan/index.htm 
15 脚注 7 に同じ。  
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（２）カーシェアリングが消費者に与える影響  
 カーシェアリングが消費者に与えるメリットとしては、①初期費用負担を回
避できること、②保有に関するさまざまな手間を回避できること、③さまざま
な種類の車に乗ることができることなどが上げられる。  
 車を購入する場合、学生など負担能力が低い層はその初期費用を負担するこ
とが難しいところ、カーシェアリングを用いると初期費用なしに車に乗ること
ができる。また、車を自分で持っている場合、車庫の確保、保険手続き、車検
手続きなどの実施など、さまざまな手間と費用がかかる。カーシェアリングで
はその負担を回避できる。特に、普段は公共交通機関を利用するライトユーザ
ーにとってこのメリットは大きい。さらに、いろんな車を試すことによって、
自分に合った車を探すことも可能となる。  
 このため、カーシェアリングは、従来、初期費用・保有費用負担が高いため
自動車を保有していなかった消費者層を掘り起こすことができると考えられる。 
 
（３）カーシェアリングが生産者に与える影響  
 一方、生産者に対しては、メリットとデメリットの双方が考えられる。  
 メリットとしては、従来は、自動車を購入しなかった層がカーシェアリング
を利用することを通じて、新しい購入層を拡大するというメリットである。た
とえば、学生時代にカーシェアリングを利用した消費者が、車を購入できるよ
うになって、親しんだ自社の車を購入してもらえるようになるという可能性が
ある。  
 デメリットとしては、カーシェアリングという選択肢がない場合にはマイカ
ーを購入していた人が、カーシェアリングのために自動車の購入をとりやめる
という可能性である。交通エコロジー・モビリティ財団調べでは、2012 年 1 月
現在、カーシェアリングサービスのために、全国で 6,877 台が運用されており、
24 
 
188.118 人の会員数となっている 16。一台当たり 27.4 人という状態であり、すべ
ての自動車利用者がカーシェアリングに変わるとすると自動車需要は 27.4 分
の１となる。さきほど考察したように、カーシェアリングを選択するのは、初
期費用・保有費用負担を高いと感じる層となるので、すべてがカーシェアリン
グには変わらないと考えられるが、需要を引き下げる効果はあると考えられる。 
 
（４）カーシェアリングは他の製品のサービサイズの先駆けになるか  
 カーシェアリングの場合、自動車購入の初期費用の高さと、保有費用の高さ
が、このシステムの消費者へのメリットが生まれるきっかけとなったと考えら
れる。  
 また、廃棄費用を税金で負担している製品については、その部分をサービス
提供会社が新規に負担し、ユーザーの料金に上乗せしなければならなくなるた
め、サービサイズの障害となりうる。自動車については、すでに消費者がリサ
イクル預託金として前払いする制度となっていたため、カーシェアリングを進
める大きな障害にはならなかったといえる。  
 では、カーシェアリングは他の製品に広がっていくだろうか。  
 まず、初期費用が安い製品、保有費用が安い製品については、自動車のよう
に、民間ビジネスでサービサイズを進めることは難しい。また、廃棄費用が、
税金によって負担されてきたような製品にサービサイズを適用することは、先
に述べた理由からこのことが障害となる可能性がある。このため、カーシェア
リングが広がっているからといって、全面的なサービサイズに移行していくと
は考えにくい。  
 一方、初期費用が高い製品（太陽光パネル、家庭用コジェネレーション、蓄
電池など）や保有費用が高い製品（家庭用コジェネレーションなど）には、サ
ービサイズが広がっていく余地があろう。家庭で蓄電池やコジェネレーション
（熱電併給設備）を設置するのは、初期費用も高く、コジェネにはランニング
コストもかかる。たとえば、機器のメンテナンスも含めて、電力と熱の供給を
                                                   
16 脚注 7 に同じ。  
25 
 
行うというサービスをユーザーに提供するビジネスの余地があろう。  
 また、廃棄に当たってユーザーに大きな負担がかかるような製品の場合、た
とえば、水銀が入っている可能性がある蛍光灯のようなものについては、日本
のパナソニック電工がすすめる明かり E サポートのように、サービサイズが進
む可能性がある。  
 サービスを売るビジネスにおいては、資源エネルギーの消費が経済全体とし
て減少することが見込まれ、それに伴って資源コストや廃棄コストが減少する
ことが期待される。このメリットが消費者と生産者の双方で分け合われること
が望ましい姿となる。このような状況が起こるためには、やはり、制度的なバ
ックアップが必要であり、前節で述べたような政策が必要となるのである。  
 
（注）本章第 1 節・第 2 節は、倉阪秀史（ 2010）「サービサイズの可能性」倉阪
秀史編著『環境－持続可能な経済システム』（勁草書房）の改訂版である。  
  
